
エクステリア・店舗・インテリア
お住まいの事なら何でもご相談下さい！
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令
和
３３
年
度

栃
木
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の

決
算
決
算

一
般
会
計
の
決
算

　
令
和
３
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入
（
収
入
）
が
７
６
６
億
６
，
５
０
５
万
７
千
円
、
歳
出
（
支
出
）

が
７
２
９
億
２
，
９
６
９
万
７
千
円
で
し
た
。
差
し
引
き
は
３
７
億
３
，
５
３
６
万
円
の
黒
字
で
し
た
が
、
令

和
４
年
度
で
引
き
続
き
実
施
す
る
事
業
に
使
う
財
源
が
１
億
６
，
６
７
４
万
６
千
円
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、
実

質
的
な
収
支
は
３
５
億
６
，
８
６
１
万
４
千
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
歳
入
・
歳
出
の
内
訳
は
左
図
の
と
お

り
で
す
。市税

219億 788万 9千円

国庫支出金
148億 298万 6千円

地方交付税
106億 1,569万円

市債
56億7,940万円

繰越金
48億7,612万 5千円

県支出金
47億4,702万 5千円

諸収入
45億8,859万円

その他
94億4,735万 2千円

民生費
269億 310万 3千円

総務費
134億 2,941万 8千円

公債費
63億9,487万 4千円

衛生費
60億9,598万 8千円

　　　　　　　 教育費　
59億8,126万 1千円

土木費
57億4,727万 5千円

商工費
40億5,065万 3千円

その他
43億2,712万５千円

歳入
766億 6,505万円

60億9,598万 8千円60億 9,598万 8千円60億 9,598万 8千円

歳出
729億 2,969万円

一世帯あたりの行政コスト（令和４年３月３１日現在世帯数：66,188世帯）
分野 一世帯あたりの行政

コスト（円） 割合（％）

民生費 高齢者、障がい者、生活保護など福祉のための経費 406,465 36.9
総務費 税務や市役所の全般的な事務の経費 202,898 18.4
公債費 市債の元金返済や利息の支払いのための経費 96,617 8.8
衛生費 各種検診やごみ処理等の経費 92,101 8.3
教育費 小中学校の整備・運営や社会教育のための経費 90,368 8.2
土木費 道路・公園・河川などを整備する経費 86,833 7.9
商工費 中小企業の支援、観光など商工業振興の経費 61,199 5.5
その他 議会運営、労働者の支援、農林業の振興、消防に関する経費 65,376 6.0

合計 1,101,857

特別会計（単位：千円）
区分 歳入 歳出

国民健康保険 18,280,599 17,855,538
後期高齢者医療 2,032,184 2,016,891
介護保険（保険事業勘定）15,392,045 14,938,298
介護保険
（介護サービス事業勘定） 70,572 67,968
栃木インター西産業団地 774,521 771,396
平川産業団地 416,561 415,016

合計 36,966,482 36,065,107

企業会計（単位：千円）
区分 収入 支出

水道
事業

収益的収支（事業運営
を目的とした収支） 2,610,604 2,321,497
資本的収支（施設整備
を目的とした収支） 748,270 2,200,988

下水道
事業

収益的収支（事業運営
を目的とした収支） 4,011,929 3,587,999
資本的収支（施設整備
を目的とした収支） 1,313,985 3,113,001

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、積立金等で補てんしています。

問
財
政
課
☎
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市債残高（単位：千円）
一般会計

令和２年度末 令和３年度末
60,657,348 60,129,176

市債全体（一般会計 ·特別会計・企業会計）
令和２年度末 令和３年度末
92,016,791 91,489,591

※臨時財政対策債を含みます。

目的税の使いみち（単位：千円）
税目 収入額 使いみち

入湯税 15,340・観光振興のための支出・消防施設整備のための支出

都市計画税 763,748・土地区画整理、下水道整備等のための支出・上記の事業を実施した際の市債返済

※都市計画税の使途の詳細については、市HPへ掲載しています。

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律

に
基
づ
き
、
健
全
化
判
断
比
率
等
を
算
定
し
、
監
査

委
員
の
審
査
お
よ
び
議
会
へ
の
報
告
を
行
い
ま
し
た

の
で
、
公
表
し
ま
す
。
な
お
、
健
全
化
判
断
比
率
等

に
は
、
指
標
毎
に
早
期
健
全
化
基
準
が
設
定
さ
れ
、

い
ず
れ
か
一
つ
で
も
満
た
さ
な
い
場
合
に
は
、
財
政

活
動
の
制
限
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

１　
健
全
化
判
断
比
率
の
状
況

本
市
の
指
標
は
、
い
ず
れ
も
国
が
定
め
る
早
期
健
全

化
基
準
以
下
で
す
の
で
、
財
政
状

況
は
、
概
ね
健
全
で
あ
る
と
い
う

状
況
で
す
。

【
実
質
赤
字
比
率
】
標
準
的
な
年

間
収
入
に
対
す
る
一
般
会
計
の
実

質
的
な
赤
字
額
の
割
合
で
、
数
値

が
高
い
ほ
ど
財
政
運
営
の
悪
化
を

示
し
ま
す
。

【
連
結
実
質
赤
字
比
率
】
全
て
の

会
計
の
実
質
的
な
赤
字
額
の
割
合

で
す
。

【
実
質
公
債
費
比
率
】
標
準
的
な

年
間
収
入
に
対
す
る
一
般
会
計
な

ど
の
実
質
的
な
借
入
金
の
返
済

額
の
割
合
で
、
数
値
が
高
い
ほ
ど

財
政
運
営
の
悪
化
を
示
し
ま
す
。

18
％
を
超
え
る
と
、
起
債
が
制
限

さ
れ
ま
す
。

【
将
来
負
担
比
率
】
標
準
的
な

年
間
収
入
に
対
す
る
一
般
会
計
、
特

別
会
計
、
一
部
事
務
組
合
、
第
３
セ

ク
タ
ー
な
ど
が
抱
え
る
負
債
残
高
の

割
合
で
す
。
年
間
収
入
に
対
し
て
負

債
額
が
何
年
分
に
相
当
す
る
か
を
示

し
ま
す
。
本
市
は
、
20
．９
％
で
す

の
で
、
約
２
．５
か
月
分
に
相
当
し

ま
す
。

２　
資
金
不
足
比
率
の
状
況

　

全
て
の
公
営
企
業
会
計
に
お
い

て
、
資
金
不
足
は
発
生
し
て
い
な
い

た
め
、
概
ね
健
全
な
運
営
が
行
わ
れ

て
い
る
状
況
で
す
。

監
査
委
員
の
意
見

　
「
本
市
の
健
全
化
判
断
比
率
の
各
比
率
は
全
て
に

お
い
て
早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
り
、
本
市
財
政
は

適
正
に
運
営
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
合
併

特
例
措
置
の
縮
減
に
よ
る
地
方
交
付
税
の
減
少
の
影

響
を
大
き
く
受
け
る
な
か
、
災
害
対
策
、
公
共
施
設

再
編
等
の
重
要
課
題
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
本
市
財
政
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
依
然
厳
し
い

状
態
が
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
つ
い
て
は
、
自

主
財
源
の
根
幹
で
あ
る
市
税
収
入
の
確
保
、
行
財
政

改
革
の
推
進
、
財
源
の
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
運
用

の
徹
底
等
、
将
来
に
わ
た
り
健
全
で
安
定
的
な
行
政

運
営
を
維
持
で
き
る
よ
う
、
持
続
可
能
な
財
政
基
盤

の
確
立
に
向
け
た
取
組
み
を
進
め
ら
れ
た
い
。」

健全化判断比率 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
令和３年度 ー

（実質赤字額なし）
ー

（連結実質赤字額なし） ８．５％ ２０．９％
早期健全化基準 １１．５２％ １６．５２％ ２５．０％ ３５０．０％
財政再生基準 ２０．００％ ３０．００％ ３５．０％

水道
事業会計

下水道
事業会計

栃木インター西
産業団地特別会計

平川産業団地
特別会計

ー
（資金不足なし）

ー
（資金不足なし）

ー
（資金不足なし）

ー
（資金不足なし）

健
全
化
判
断
比
率
等

健
全
化
判
断
比
率
等
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
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